
※事業：放課後児童健全育成事業
※事業者：放課後児童健全育成事業者
※事業所：放課後児童健全育成事業所

条 項目 内容 基準 瑞浪市の基準案

1 趣旨 ・児童福祉法第３４条の８の２第１項に基づき、最低基準を定める。 ‐ 国の基準どおり

2 最低基準の目的
・事業を利用する児童が、適切な訓練を受けた職員の支援等によ
り、心身ともに健やかに育成されることを保障する。

‐ 国の基準どおり

3 最低基準の向上
・市長は、保護者等の意見を聴き、事業者に対して、設備等を最低
基準を超えて向上させるよう勧告できる。
・市は、最低基準を常に向上させるように努める。

‐ 国の基準どおり

4
最低基準と放課後児童健全育
成事業者

・事業者は、設備等を最低基準を超えて向上させなければならな
い。

‐ 国の基準どおり

5
放課後児童健全育成事業の
一般原則

・小学校に就学している児童のうち保護者が労働等で昼間家庭に
いない児童に対して、自主性、社会性、創造性の向上、基本的生活
習慣の確立、健全育成を目的とする。
・利用者の人権に配慮し、人格を尊重する。
・地域社会との交流と連携を図り、保護者や地域社会に運営内容を
適切に説明する。
・運営内容についての自己評価及び結果の公表を行う。
・事業を行う場所は採光や換気など利用者の保健衛生や危害防止
に十分な考慮を払う。

参 国の基準どおり

6
放課後児童健全育成事業者と
非常災害対策

・事業者は、非常災害に必要な設備を設け、非常災害に対する計画
を立案する。
・避難訓練、消火訓練を定期的に行う。

参 国の基準どおり

7
放課後児童健全育成事業者
の職員の一般的要件

・事業者の職員は、健全な心身等を持ち、児童福祉に対して熱意の
ある者で、事業の理論等について訓練を受けた者とする。

参 国の基準どおり

8
放課後児童健全育成事業者
の職員の知識及び技能の向
上等

・事業者の職員は、自己研さんに励むとともに、必要な知識・技能の
修得、維持、向上に努める。
・事業者は、職員の研修の機会を確保する。

参 国の基準どおり

※従：従うべき基準
※参：参酌すべき基準
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9 設備の基準

・事業所には、遊びや生活の場などの機能を備えた専用区画を設け、
必要な設備及び備品などを備えなければならない。
・専用区画の面積は、児童１人につき１．６５㎡以上でなければならな
い。
・専用区画、設備、備品などは開所時間帯において事業のために使用
できるものでなければならない。（利用者に支障がない場合を除く。）
・専用区画、設備、備品などは衛生と安全が確保されたものでなけれ
ばならない。

参 国の基準どおり

第１項　事業者は、事業所ごとに放課後児童支援員を置かなければな
らない。

国の基準どおり

第２項　放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とす
る。ただし、１人を除いて補助員とすることができる。

国の基準どおり

第３項　放課後児童支援員は、次のいずれかに該当するもので、都道
府県知事が行う研修を修了したものでなければならない。
１．保育士の資格を有する者
２．社会福祉士の資格を有する者
３．高等学校を卒業した者などで、２年以上児童福祉事業に従事したも
の。
４．幼稚園や学校などの教諭となる資格を有する者
５．大学において、社会福祉学、心理学などを専修する学科、これらに
相当する課程を修めて卒業した者
６．大学において、社会福祉学、心理学などを専修する学科などにお
いて優秀な成績で単位を修得したことにより、大学院の入学が認めら
れた者
７．大学院において、社会福祉学、心理学などを専攻する研究科、これ
らに相当する課程を修めて卒業した者
８．外国の大学において、社会福祉学、心理学などを専修する学科、こ
れらに相当する課程を修めて卒業した者。
９．高校学校の卒業者などで、２年以上の期間、事業に類似する事業
に従事した者で、市長が適当と認めたもの。

国の基準どおり

第４項　支援の単位は、事業における支援であり、複数の利用者に対
して一体的に行われるものをいう。１つの支援の単位を構成する児童
数は、おおむね４０人以下とする。ただし、利用者に支障がない場合
は、この限りでない。

参

⇒瑞浪市の基準として、「ただし、
利用者に支障がない場合は、この
限りでない。」という記述を付加し
た。
理由としては、小学校の規模・児童
数に偏りがあり、一律に４０人以下
とすることは適当でないと判断し
た。

第５項　放課後児童支援員と補助員は、支援の単位ごとに専ら支援の
提供に従事する（利用者の支援に支障がない場合を除く）

従 国の基準どおり

10 職員

従



11 利用者を平等に取り扱う原則 ・利用者の国籍、信条、社会的身分による差別を禁止する。 参 国の基準どおり

12 虐待等の禁止 ・利用者への虐待、心身に有害ない影響を与える行為を禁止する。 参 国の基準どおり

13 衛生管理等

・設備、食器、飲用に供する水の衛星管理に努め、衛生上必要な措置
を講ずる。
・感染症、食中毒の発生、まん延の防止措置を講ずる。
・必要な医薬品を常備し、適正な管理を行う。

参 国の基準どおり

14 運営規程

事業所は、次の事項についての運営規程を定める。
１．事業目的・運営方針
２．職員の職種・人数・職務内容
３．開所日・時間
４．支援内容、保護者が支払う額
５．利用定員
６．事業の実施地域
７．利用の留意事項
８．緊急時の対応方法
９．非常災害対策
１０．虐待防止措置
１１．その他運営に関する重要事項

参 国の基準どおり

15
放課後児童健全育成事業者
が備える帳簿

・職員、財産、収支、利用者の処遇状況の帳簿を整備する 参 国の基準どおり

16 秘密保持等
・業務上知り得た利用者や家族の秘密を保持する
・職員であった者が業務上知り得た利用者や家族の秘密を漏らすこと
がないよう必要な措置を講ずる

参 国の基準どおり

17 苦情への対応

・利用者、保護者からの苦情に対応するために、受付窓口等の設置
など必要な措置を講ずる。
・事業者は、市から指導、助言を受けた場合には必要な改善を行
う。

参 国の基準どおり



第１項　開所する時間は事業所ごとに決定する。
１．小学校授業休業日は１日８時間以上
２．小学校授業休業日以外の日は１日５時間以上

参

⇒国の基準では、小学校休業日以
外の開所時間は「１日３時間以上」
となっているが、瑞浪市の基準とし
て「１日５時間以上」とした。
理由としては、瑞浪市の放課後児
童クラブは１２時３０分までには開
所しており、閉所時間については１
９時となっているため、「３時間以
上」から「５時間以上」へとしても十
分対応できると判断した。

・開所日数は事業所ごとに決定する。 参

⇒国の基準である「１年につき２５
０日以上」という部分を削除した。
理由としては、瑞浪市においては、
夏休みと春休みのみ開所している
季節学童クラブがあるため、２５０
日以上という基準が合わないと判
断した。

19 保護者との連絡
・保護者と密接な連携をとり、利用者の健康や行動を説明して、保
護者の理解と協力を得るように努める。

参 国の基準どおり

20 関係機関との連携 ・市、児童福祉施設、通学する小学校との密接な連携をとる。 参 国の基準どおり

21 事故発生時の対応
・事故が発生した場合は、市や保護者等に連絡し必要な措置を講じ
る。
・賠償すべき事故が発生した場合は、迅速に損害賠償を行う。

参 国の基準どおり

22 委任 施行に関して必要な事項は、規則で定める。 参 国の基準どおり

施行期日
子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の
綜合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行
に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行の日から施行する。

参 国の基準どおり

職員の経過措置
第１０条第３項の県が行う研修を修了した者は、平成３２年３月３１
日までに終了する予定者を含む。

従 国の基準どおり

附則

18 開所時間及び日数


